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令和５年度９月補正予算案の概要 

 

１ 基本的な考え方 

原油価格・物価高騰を機に、本県の特産物である干しいも、メロンに着目した新たなチャレン

ジを支援するための事業や、特別支援学校の新設をはじめとした県政の課題等への対応のほか、

本年６月の大雨からの災害復旧など社会資本の整備に必要な予算を計上するもの。 

 

２ 補正予算の規模 

（単位：百万円） 

区 分 現計 Ａ 今回補正予算 Ｂ 補正後計 Ａ＋Ｂ 

一般会計 １，３００，８５７ ６，６０５ １，３０７，４６２ 

特別会計 ４５８，３３０ － ４５８，３３０ 

企業会計 １６３，８５１ ４，６２８ １６８，４７９ 

計 １，９２３，０３８ １１，２３３ １，９３４，２７１ 

 ・今回の補正予算に係る所要の一般財源については、前年度からの繰越金を充当した。 

 

３ 主な事業                      （単位：百万円） 

 （１）原油価格・物価高騰対策                      ６５０ 

新 干しいも資源循環モデル形成支援事業                  ２６０ 

（干しいも未利用部分の飼料化等に必要な施設や機械等導入に対する補助） 

新 干しいも残渣養殖餌料化検証事業                      ９ 

（干しいも残渣を活用した養殖魚用エサの試作、成分分析等の実証試験の実施） 

新 化学肥料削減緊急支援事業                       ３５８ 

（化学肥料の削減に取り組む農業者を対象とした肥料価格高騰分に対する支援） 

新 メロン産地新市場開拓チャレンジ事業                   ２３ 

（メロンのブランド力強化と輸出拡大のための安定生産に向けた設備等に対する補助） 

 （２）新型コロナウイルス感染症対策                 ２，００１ 

・ 介護施設等感染拡大防止事業                    ２，００１ 

（感染者等が発生した介護施設等のかかり増し経費や施設内療養費用の支援の増） 

 （３）県政の課題等への対応                       ５８０ 

【地域振興事業会計含み ５，２０８】 

・ ひたちなか地区土地造成事業【地域振興事業会計】          ４，６２８ 

（ひたちなか地区における工業団地の設計・測量、用地取得、造成工事等） 
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新 （仮称）神栖特別支援学校整備事業                   ２５８ 

（児童生徒の長距離通学の解消に向け神栖市内に新たに特別支援学校を建設するための設計等） 

新 法人参入型農業団地形成モデル事業                     ４ 

（農業団地形成に適したエリアの調査を実施する市町村に対する補助） 

新 茨城ご当地グルメ総選挙開催準備事業                   １０ 

（食を通した地域振興を図るための新たな「ご当地グルメ」の開発支援等） 

新 過疎地域インターン促進事業                       １６ 

（過疎地域の中小企業等と都市部の大学生による実践型インターンの実施） 

・ いばらきｅスポーツ産業創造プロジェクト事業                ８ 

（企業版ふるさと納税を活用した、高校生など若年層対象のｅスポーツイベントの開催等） 

・ 難病審査会関連事業                           １１ 

（指定難病患者等への登録者証発行のためのシステムの改修） 

・ 県立学校先端技術活用教育推進事業                    ２０ 

（県立中学校向け１人１台端末の更新整備） 

 （４）社会資本の整備                        ３，３７４ 

・ 国補公共事業                           １，４１９ 

（国内示増に伴う橋梁修繕等や、農地及び土地改良施設の災害復旧事業等） 

・ 県単公共事業                           １，９５５ 

（国補事業対象外の道路、河川等の災害復旧事業、再度災害防止対策） 

 

４ 繰越明許費 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

一般会計 ３２，７０３ 

特別会計 ３，０１２ 

 

５ 債務負担行為                     

   １４件（来年度の公共工事の平準化を図るもの １３件、業務委託契約 １件） 
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６ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ４２６，８３１  －  ４２６，８３１  

地 方 消 費 税 清 算 金 １４３，７８１  －  １４３，７８１  

地 方 譲 与 税 ５４，５１８  －  ５４，５１８  

地 方 特 例 交 付 金 ２，０００  －  ２，０００  

地 方 交 付 税 １９６，３６８  －  １９６，３６８  

交通安全対策特別交付金 ７３６  －  ７３６  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，１５１  ５  ８，１５６  

使 用 料 及 び 手 数 料 １５，８３８  －  １５，８３８  

国 庫 支 出 金 １７２，８１７  １，６４４  １７４，４６１  

財 産 収 入 １，９７２  －  １，９７２  

寄 附 金 １３２  ８  １４０  

繰 入 金 ４６，１５３  ２，００１  ４８，１５４  

繰 越 金 ５，０００  ６７８  ５，６７８  

諸 収 入 １４２，５１８  １８  １４２，５３６  

県 債 ８４，０４２  ２，２５１  ８６，２９３  

計 １，３００，８５７  ６，６０５  １，３０７，４６２  
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７ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）         

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，６８１  －  １，６８１  

総 務 費 ４１，２７６  －  ４１，２７６  

企 画 開 発 費 １４，３３５  ２６  １４，３６１  

生 活 環 境 費 ８，５２７  ２６０  ８，７８７  

防災・危機管理費 ５，３７２  －  ５，３７２  

保 健 医 療 費 １３８，３１７  ２１６  １３８，５３３  

福 祉 費 １２７，５６０  ２，００１  １２９，５６１  

労 働 費 ２，７６０  －  ２，７６０  

農 林 水 産 業 費 ４１，６３５  ５６５  ４２，２００  

営 業 戦 略 費 ６，８７３  －  ６，８７３  

立 地 推 進 費 １９，７５５  －  １９，７５５  

商 工 費 １２３，３０６  ５６  １２３，３６２  

土 木 費 １００，２５４  ２，７４７  １０３，００１  

警 察 費 ６２，６２５  －  ６２，６２５  

教 育 費 ２５８，６４２  ２７８  ２５８，９２０  

災 害 復 旧 費 ９５７  ４５６  １，４１３  

公 債 費 １６２，３０９  －  １６２，３０９  

諸 支 出 金 １８２，６７３  －  １８２，６７３  

予 備 費 ２，０００  －  ２，０００  

計 １，３００，８５７  ６，６０５  １，３０７，４６２  
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８ 特別会計補正予算                        
 
                                           （単位：百万円） 

会 計 名 
補正前の額 

(Ａ) 
今回補正額 

(Ｂ) 
計 

（Ａ＋Ｂ） 

競 輪 事 業 ２０，０５０  －  ２０，０５０  

公 債 管 理 １６０，３１８  －  １６０，３１８  

市 町 村 振 興 資 金 ７９６  －  ７９６  

鹿島臨海工業地帯造成事業 １，９６９  －  １，９６９  

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 ３，７１９  －  ３，７１９  

国 民 健 康 保 険 ２４２，９３９  －  ２４２，９３９  

母子・父子・寡婦福祉資金 ３１５  －  ３１５  

中 小 企 業 事 業 資 金 １，３９９  －  １，３９９  

農 業 改 良 資 金 ３７２  －  ３７２  

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 ９１  －  ９１  

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 ７２  －  ７２  

港 湾 事 業 １０，９６５  －  １０，９６５  

都市計画事業土地区画整理事業 １５，３２５  －  １５，３２５  

計 ４５８，３３０  －  ４５８，３３０  

 

 
 

９ 企業会計補正予算                                       
 
                                                 （単位：百万円） 

会 計 名 
補正前の額 

(Ａ) 
今回補正額 

(Ｂ) 
計 

（Ａ＋Ｂ） 

病 院 事 業 ２９，２３０  －  ２９，２３０  

水 道 事 業 ３４，８８１  －  ３４，８８１  

工 業 用 水 道 事 業 ２１，１９４  －  ２１，１９４  

地 域 振 興 事 業 ４７，２１０  ４，６２８  ５１，８３８  

鹿島臨海都市計画下水道事業 ６，２６３  －  ６，２６３  

流 域 下 水 道 事 業 ２５，０７３  －  ２５，０７３  

計 １６３，８５１  ４，６２８  １６８，４７９  
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Ⅲ 債務負担行為一覧 

［一般会計］ 

（新 規 分） 

事   項 事  業  内  容 期   間 限 度 額 

地 方 道 路 整 備 

工 事 請 負 契 約 

一般国道293号、常陸太田市増井町地内外9

箇所の地方道路整備に係る工事請負契約を締

結する。 

令和6年度 1,220,000千円 

県 単 道 路 緊 急 修 繕 

工 事 請 負 契 約 

 一般国道123号、城里町那珂西地内外23箇所

の舗装修繕に係る工事請負契約を締結する。 
令和6年度 940,000千円 

県 単 道 路 植 栽 管 理 

工 事 請 負 契 約 

道路の植栽管理に係る工事請負契約を締結

する。 
令和6年度 740,000千円 

県 単 道 路 維 持 

工 事 請 負 契 約 

  道路の路面清掃に係る工事請負契約を締結

する。 
令和6年度 80,000千円 

橋 梁 点 検 

業 務 委 託 契 約 

鉄道及び高速道路を跨ぐ道路橋の定期点検

業務に係る委託契約を締結する。 
令和6年度 150,000千円 

電 線 共 同 溝 整 備 

工 事 請 負 契 約 

一般国道349号、常陸太田市木崎二町地内外

１箇所の電線共同溝整備に係る工事請負契約

を締結する。 

令和6年度 210,000千円 

県 単 交 通 安 全 施 設 

工 事 請 負 契 約 

道路の交通安全施設に係る工事請負契約を

締結する。 
令和6年度 60,000千円 

国 補 河 川 改 修 

工 事 請 負 契 約 

一級河川中丸川、ひたちなか市東石川地先

の河川改修に係る工事請負契約を締結する。 
令和6年度 150,000千円 

海 岸 保 全 施 設 整 備 

工 事 請 負 契 約 

鹿嶋海岸、鹿嶋市荒野地先の養浜に係る工

事請負契約を締結する。 
令和6年度 70,000千円 

県単水辺空間づくり 

河 川 整 備 事 業 

工 事 請 負 契 約 

  一級河川前川、潮来市潮来地先の河川堤防

護岸の修景に係る工事請負契約を締結する。 
令和6年度 5,000千円 

港 湾 統 合 補 助 事 業 

工 事 請 負 契 約 

鹿島港の浚渫に係る工事請負契約を締結す

る。 
令和6年度 84,000千円 

県 営 住 宅 長 寿 命 化 

工 事 請 負 契 約 

百合が丘アパートの県営住宅の長寿命化に

係る工事請負契約を締結する。 
令和6年度 84,240千円 
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［特別会計］ 

（新 規 分） 

事   項 事  業  内  容 期   間 限 度 額 

茨城港常陸那珂港区 

機 能 施 設 整 備 

工 事 請 負 契 約 

茨城港常陸那珂港区のふ頭用地整備及び荷

役機械整備に係る工事請負契約を締結する。 
令和6年度 1,400,000千円 

 

 

[企業会計] 

（新 規 分） 

事   項 事  業  内  容 期   間 限 度 額 

ひたちなか地区土地 

造 成 事 業 造 成 関 連 

業 務 委 託 契 約 

ひたちなか地区土地造成事業の造成事業に

係る委託契約を締結する。 

自 令和6年度 

至 令和8年度 
5,825,400千円 
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Ⅳ 条例その他の議案の概要 
 

議   案 内    容 

（財政課、生活衛生課） 

 茨城県旅館業法施行条例及び茨
城県手数料徴収条例の一部を改正す
る条例 
 

 旅館業法の一部改正に伴い、所要

の改正をしようとするものである。 

改正の内容 
 
 旅館業の事業譲渡について知事の承認を受けたときには、当該
事業の譲受人が新たに許可の取得を行うことなく旅館業を営む
者の地位を承継する制度が新設されたこと等に伴う引用条項の
移動等及び事業譲渡による旅館業を営む者の地位の承継に係る
承認申請手数料の新設 
・「第３条の３第３項」→「第３条の４第３項」等  
・地位の承継の承認申請手数料 7,500 円 
                            
                  （施行日 規則で定める日） 

（住宅課） 

 茨城県県営住宅条例の一部を改正
する条例 
 
 県営住宅に入居することができる
者の資格を見直すため、所要の改正
をしようとするものである。 

改正の内容 
 
 県営住宅の入居者資格は原則として同居親族がある者に限ら
れているところ、近年、若年単身世帯を含む単身世帯が増加し
ている傾向を踏まえ、住宅に困窮する低額所得者に対して的確
に県営住宅が供給されるよう同居親族要件を廃止するもの 

 
（施行日 令和６年４月１日） 

（交通規制課） 

 高齢者、障害者等の移動等の円滑
化の促進に関する法律に基づき移動
等円滑化のために必要な信号機等に
関する基準を定める条例の一部を改
正する条例 
 
 高齢者、障害者等の移動等の円滑
化の促進に係る信号機等に関する基
準を定める規則の一部改正を踏ま
え、所要の改正をしようとするもの
である。 

改正の内容 
 
 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進のため信号機等に
ついての参酌基準を定めている左記国家公安委員会規則が一部
改正されたことを踏まえ、低速・小型の自動配送ロボット等の
遠隔操作型小型車及び電動キックボード等の特定小型原動機付
自転車に係る規定を信号機に関する基準に追加するもの 

 
 
 
 
 
 

（施行日 公布の日） 
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